
発明発掘と創出を革新する知財生成AIの地殻
変動  

Gemini 3.8 Flash 
特許業務支援における生成AIの導入潮流は、2025年から2026年にかけて「出願・中間処理工程の
作業代替」から「研究開発の最上流における発明発掘と事業機会創出のインフラ」へと決定的な質

的転換を遂げた1。2025年の知財・情報フェア＆コンファレンスでは、特許公報の検索・要約や、すで
に骨子が固まった技術メモからの明細書ドラフト生成、拒絶理由通知への反論骨子作成といった、

知財実務の中流から下流工程の省力化が展示の主流を占めていた4。対して2026年の同フェアで
は、「創出・発掘」が独立した主要業務領域として明確に位置づけられ、研究開発現場の暗黙知を構

造化して特許性のある発明を能動的に引き出すソリューションが相次いで発表された2。 
この転換の本質は、AIの役割が「人間の下請け的な清書・読解ツール」から「研究者と知財部門の思
考を拡張する共創パートナー」へと進化した点にある3。技術的にも、単一プロンプトによる文章生成

の枠組みを脱し、Model Context Protocol（MCP）やAPIを介した社内知財ナレッジの動的接続、マ
インドマップやQFD（品質機能展開）といった思考整理フレームワークの組み込み、さらには未公開
発明を保護するオフライン・オンプレミス隔離環境の実装へとアーキテクチャが深化している2。 
知財部門にとってこの変化は、単なるツールの置き換えにとどまらない。出願件数の維持や事務管

理といった従来の防衛的業務から、研究開発の初期段階に深く介入して事業競争力に直結する強

い特許網をデザインする「攻めの知財経営」への組織的脱皮を強く要請している2。 

2026年展における発明発掘・創出ソリューションの構造的展
開 
東京ビッグサイト東3ホールで開催された「第35回 2026知財・情報フェア＆コンファレンス」は、171
社・団体、367小間、出展者プレゼンテーション全108テーマと、過去最大規模を記録した12。会場内

でAIを前面に掲げた組織は151組織中71組織に達し、全講演114枠のうち67%に相当する76枠のタイ
トルに「AI」「生成AI」「LLM」が含まれるなど、AI実装は実務の前提要件となった2。とりわけ展示会場

内に設けられた「創出・発掘・R&D連携」エリアには17組織が集結し、知財部門の専門ツールを研究
者の作業環境へと拡張する先駆的な展示が繰り広げられた2。 
 

出展企業・組織 ツール / システム名 構造的アプローチ・

技術仕様 
提供機能と実務的価

値 

NTTデータ 発明発掘支援サー

ビス（先行提供版） 
対話型ヒアリングAI、
特許観点構造化ア

ルゴリズム 

研究者の漠然とした

アイデアをAIとの対
話で整理し、構成・

効果を明確化した発

明提案書を自動作

成。知財部門の確

認・壁打ち負荷を低



減2。 

aiip aiip（SaaS） マインドマップ型UI、
LLM統合、特許事務
所連携モデル 

マインドマップ上でア

イデアを展開・構造

化し、明細書骨子を

生成。スズエ国際特

許事務所と連携し、

AIの生成速度と弁理
士の法的責任を両

立2。 

パテント・インテグ

レーション 
サマリア（発明提案

書作成支援機能） 
課題・構成・効果の

自動分解、検索式生

成・先行調査自動化 

発明メモの不足情報

をAIが問診補完し、
特許検索式を自走さ

せて先行技術を査

読。調査結果を反映

した発明提案書を一

気通貫で出力7。 

VALUENEX Radar QFD 独自俯瞰解析「

Radar」× 生成AI × 
QFD（品質機能展
開） 

特許集合から「課題

表」「技術表」「品質

表」を自動生成。競

合との差分や技術空

白地帯（ホワイトス

ペース）を可視化し、

新アイデア創出を支

援2。 

HackCamp 共創ナビivan 事業開発特化AI、
GraphRAG、事業性
スコアリング 

自社の休眠特許・コ

ア技術と市場課題を

照合し、新規用途や

事業コンセプトを自

動探索。市場性・優

位性を多角的にスコ

ア化11。 

AIVisor PatVisor AX 国内サーバー完結

型LLM、クレーム要
件抽出機能 

研究開発の技術資

料から特許化すべき

権利化要素を約30
分で抽出。出願前調

査から願書・提案書

案の起草まで自走支



援2。 

アイパクトリ 
(IPACTRY) 

発明届出書作成支

援システム 
On-Premise構築
型、外部通信完全遮

断環境 

機密保持を最優先

するグローバル製造

業向けに、社内ネッ

トワーク内で完結す

る環境を提供。社内

規定に沿った発明届

出書作成を支援2。 

アイビーリサーチ AIPs スタンドアローンPC
駆動、特許専用ロー

カルLLM 

外部ネットワークか

ら物理的に隔離され

たPC上で動作。図面
や化学式画像を解

析し、請求項や明細

書ドラフトを完全秘

匿状態で生成2。 

トランスエヌ N-Patent 完全オンプレミス専

用機、東大IPC出資
技術 

企業専用のハード

ウェア機材を社内に

配備し、最重要機密

に該当するコア技術

の明細書本文を自

動作成2。 

対話型問診と工学フレームワークによる概念の具現化 
2026年に登場した発明発掘支援ツールの大きな特徴は、研究開発者が特許法上の要件を意識せ
ずに思考を入力できる「問診型インターフェース」の導入である3。NTTデータのシステムは、研究者
が抱く曖昧な技術的工夫や実験成果に対し、AIが「どのような従来技術の欠点を解決したのか」「そ
の効果をもたらす必須の構成要素は何か」といった知財特有の観点から自律的に質問を投げかけ

る3。これにより、従来は知財部員が複数回にわたる対面ヒアリングで行っていた「発明の棚卸し」が

初期段階で完了し、知財部門への提出時点で一定水準以上の提案書が組み上がるワークフローが

構築された3。 
同時に、概念の整理手法としてマインドマップや品質機能展開（QFD）などの工学的思考フレーム
ワークがLLMと高度に統合された2。aiipは、アイデアの発散と収束を画面上のマインドマップで視覚
的に操作可能にし、派生した技術要素をワンクリックで特許請求の範囲の構成要件へと紐付けるUI
を提示した2。VALUENEXの「Radar QFD」は、自社および競合の膨大な特許群から市場の未充足課
題と技術手段のマトリクスを生成AIに自動描画させ、研究者が狙うべき技術的空白を特定した上で
具体的な発明コンセプトを立案させるという、データドリブンな発明創出手法を確立した2。 
統合プロトコルMCPの台頭と接続基盤の進化 
ツール単体の枠を超えたアーキテクチャの進化として、2026年展ではオープン規格「Model Context 
Protocol（MCP）」への対応が急速に進展した2。amplified ai、AI Samurai、Patentfield、BRANTECT 



byGMOなどが相次いでMCP対応を発表し、パテント・インテグレーションの「サマリア」も外部LLM基
盤からの直接アクセスを可能にした2。知財担当者は各社が提供する個別のWebポータルにログイ
ンすることなく、企業内に導入された汎用LLM（ChatGPT EnterpriseやClaudeなど）から特許データ
ベースや自社ナレッジをエージェント経由で直接呼び出し、発明発掘から先行技術の該否判断まで

を一気通貫で指示できる環境が整った2。 
未公開発明を保護する完全秘匿・隔離インフラの二極化 
発明発掘・創出は、未出願の最重要機密情報を扱う工程であるため、パブリッククラウドの利用に対

する企業の警戒感は依然として根強い2。2026年展ではこの実務的障壁を突破するため、クラウド利
用型と物理隔離型への明瞭な二極化が進んだ。アイビーリサーチが展示した「AIPs」は、スタンドア
ローンPC上で特許専用のローカルLLMを駆動させ、図面や構造式画像を含む機密データをネット
ワークから完全に遮断した状態で処理する2。トランスエヌの専用機「N-Patent」やアイパクトリのオン
プレミス構築型システムも同様に、最先端の生成モデルを社内境界内に閉じ込めることで、情報流

出リスクを根本から排除する運用設計を実証した2。 

2025年展における生成AI活用の到達点と限界 
2025年9月に東京ビッグサイト西3・4ホールで開催された「第34回 2025知財・情報フェア＆コンファ
レンス」（158社・団体出展、出展者プレゼンテーション全86テーマ）は、知財業界における生成AI活
用の「実装検証（PoC）期」を象徴する内容であった12。多くのベンダーが「AI搭載」を前面に打ち出し
たものの、その主要な適用領域は特許調査における公報スクリーニングと、権利化実務における明

細書・中間書類の作成補助という、定型業務の工数削減に集中していた1。 
調査・要約および形式的ドラフティングへの集中 
2025年時点における生成AI展示の中心は、自然言語による特許検索式の作成支援、母集団特許
の自動要約、社内分類の自動付与、および先行技術と出願クレームの構成要素対比表の生成で

あった1。Smart-IPが展示した「appia-engine」は、特許請求の範囲の下書き生成や、拒絶理由通知
に対する意見書・補正書のドラフト作成、要約書の自動生成など、明細書作成および中間処理工程

に特化した機能群で注目を集めた4。 
同システムには「発明抽出AI」や「発明提案書生成AI」も組み込まれていたが、これらは主に企業知
財部門向けの低価格プラン（チームプラン）等において、手元の既存資料を所定の提案書フォーマッ

トに機械的に整える機能にとどまっていた4。研究開発部門の技術的着想を対話によって拡張した

り、特許ビッグデータと有機的に連動させて新規な課題解決手段を自律的に導き出したりするよう

な、最上流のイノベーション創出基盤としての機能は確立されていなかった。 
導入検証段階におけるセキュリティと倫理の模索 
2025年の特別講演（キャラクターブランド・ライセンス協会によるブランド戦略講演）や、日本ライセン
ス協会が企画した特別フォーラム（パナソニック、富士フイルム、サントリー等の知財幹部が登壇した

「企業における生成AI活用の最前線」）では、生成AIの技術的ポテンシャルが認められつつも、実務
導入におけるリスク管理が最大の議論点であった5。 
当時の議論は、Microsoft Azure OpenAI Service等の閉域環境を用いた入力データの学習利用防
止、著作権・営業秘密侵害リスクの回避、ハルシネーション（もっともらしい嘘）に伴う先行技術調査

の見落とし対策など、ツールの安全な利用環境をいかに整えるかという「守りのガバナンス」が中心

であった4。研究開発者と知財部門がAIを共通言語として新たな事業機会を発掘するという組織論的
アプローチは、先駆的な一部企業による概念実証の域を出ていなかった8。 



2025年と2026年の対比が示すパラダイムシフト 
両年の展示・発表内容を定量的・定性的に比較すると、知財分野における生成AIの適用範囲、アー
キテクチャ、および実務現場の課題認識において構造的な変化が生じている1。 
 

比較軸 2025年知財・情報
フェア 

2026年知財・情報
フェア 

変革の本質と戦略的

含意 

展示規模とAIの浸透
度 

158社・団体、86講演
12。「AI機能を搭載し
ているか」が差別化

要因1。 

171社・団体、108講
演12。出展の約47%
がAI展示、講演の
67%がAI主題2。 

生成AIは「差別化の
ための付加機能」か

ら、業務インフラの

「標準的前提」へ昇

格2。 

主要対象工程の重

心 
調査・分析（スクリー

ニング、公報要約）

および権利化（明細

書作成、中間対応）4

。 

最上流の「創出・発

掘・R&D連携」が独
立カテゴリ（17組織）
として確立2。 

業務の下流・中流の

自動化から、知財価

値の根源であるアイ

デア創出段階への

遡上2。 

発明発掘の処理方

式 
既存技術メモの要

約、静的プロンプトに

よる定型フォーマット

整形4。 

対話型問診補完、マ

インドマップ、Radar 
QFD、GraphRAGに
よる構造的導出2。 

入力文書の受動的

整形から、思考フ

レームワークを用い

た能動的発想拡張

へ進化10。 

システム間統合の形

態 
各ベンダーが提供す

る独立したWeb UI上
での単体完結運用4

。 

Model Context 
Protocol（MCP）およ
びAPIによる自社
LLM環境との境界消
失2。 

ツールベンダーによ

るUI囲い込みから、
企業内業務基盤へ

のデータ供給モデル

へ変革2。 

機密保持・インフラ

設計 
クラウドベンダーの

オプトアウト契約（

Azure閉域網等）へ
の依存が主流4。 

オフラインPC駆動型
ローカルLLM、完全
オンプレミス専用機

の台頭2。 

未公開コア技術の流

出を絶対阻止する

「物理的・論理的隔

離」への要求深化2。 

人とAIの役割分担 「AIによる人間の作
業代替」と工数削減

効果（省力化）の検

証4。 

「AIの速さ×専門家の
責任」、知財部自身

がAIを統制する「自
走化支援」2。 

AIの構造化出力を人
間が批判的に吟味・

戦略化する「人機協

調体制」への昇華2。 



知財部門の問題意

識 
「生成AIを安全に導
入できるか」「実用に

耐えうる精度か」とい

うPoC5。 

「定型業務代替後に

おける知財人材の役

割再定義と価値向

上」への危機感11。 

書類作成処理部門

から、経営・事業開

発へ直接貢献するビ

ジネスインテリジェン

ス部門へ11。 

最上流工程への遡上とボトルネックの解消 
2025年と2026年の最も決定的な差異は、生成AIの適用対象が「書類作成の効率化」から「発明の
着想と構造化」へと完全にシフトした点にある2。2025年における明細書作成支援（appia-engine等）
は、すでに固まった発明開示書が存在することを前提としていた4。 
しかし、企業の実務現場における最大の隘路は、多忙な研究者が発明を文章化する時間を確保で

きないことや、特許性の有無を判断できずに有望な技術を死蔵させてしまう点にあった3。2026年展
で台頭したNTTデータやaiip、パテント・インテグレーションのソリューションは、この最上流の組織的
ボトルネックに直接切り込み、研究開発現場の断片的なメモや対話から自動的に特許要件を満たす

骨子を組み上げることで、イノベーションの取りこぼしを防ぐ構造を提示した3。 
静的プロンプトから認知的フレームワークへの進化 
技術的メカニズムの深化も見逃せない。2025年における生成AI利用は、ユーザーが入力したプロン
プトに対し、LLMが事前学習データに基づいてテキストを出力する受動的な仕組みにとどまっていた4

。 
これに対し2026年の展示では、人間の認知プロセスや問題解決技法を模倣したアルゴリズムが組
み込まれた2。VALUENEXのRadar QFDに見られる特許マップからの課題-技術マトリクス抽出や、
HackCampのGraphRAGによる技術資産と市場ニーズの因果関係モデリングは、AIに単なる文章
生成を行わせるのではなく、論理的な思考フレームワークを通じて新たなアイデアを論理的に創出さ

せる技術的跳躍を示している10。 
開放と隔離の同時進行によるアーキテクチャの成熟 
システム構造においては、相反する二つのアーキテクチャが用途に応じて確立された2。調査や分

析、広範な技術動向の把握といったオープンなデータ処理領域では、MCPの採用によって知財デー
タベースと社内ワークフローの完全な統合が進んだ2。これにより、知財担当者は単一の業務ポータ

ルから自律型AIエージェントを走らせ、網羅的な先行技術調査と提案書推敲を連続して実行できる
ようになった2。 
一方で、出願前のコア技術を扱う発明発掘・創出領域では、アイビーリサーチの「AIPs」やトランスエ
ヌの「N-Patent」のように、ネットワークから完全に隔離されたスタンドアローンPCや完全オンプレミス
環境で駆動する専用機が強い支持を集めた2。最高度のセキュリティを求める機密領域と、利便性・

接続性を求める分析領域とで、インフラ設計の明確な棲み分けが成立した。 

知財戦略への実装要件と組織ガバナンスの未来 
2026年展で浮き彫りとなった最も深い論点は、生成AIの進化が知財部門自身の存在意義を根底か
ら揺さぶり始めているという事実である11。定型的な特許検索、公報スクリーニング、明細書本文のド

ラフティング、さらには初期ヒアリングに基づく発明提案書の作成までをAIが自走し始める時代にお
いて、知財部門が「書類の手続き屋」にとどまることはもはや許されない2。 
展示会場で行われた主催者特別フォーラム「AIによる生産性向上を生かした知財部門の価値向上



策とは何か～本格化するトランスフォーメーションと次世代知財人材像～」や、HackCampによる出
展者プレゼンテーションにおいて強く主張されたのは、浮いたリソースを経営戦略や新規事業開発

への直接貢献へと再配置する必要性である11。AIが創出した多種多様なアイデアや用途仮説に対
し、どの技術を自社のコア競争力として独占排他権で固め、どの技術をオープン化してアライアンス

を築くべきかを構想する「ビジネスアーキテクト」としての知財戦略機能が問われている8。 
同時に、外部ツールを単に導入するだけの受動的姿勢から、自社固有の知財ノウハウをAIに学習・
統制させる「内製化・自走化」の動きが加速している9。株式会社AIDAOが展示した「特許業務AI自走
化支援」は、専任の現場伴走エンジニア（FDE: Forward Deployed Engineer）を知財部門に配置し、
企業固有の審査基準、記載方針、過去の権利化ノウハウを組み込んだ社内AIを構築・統制する体
制づくりを支援している9。また、スズエ国際特許事務所がaiipと構築した「AIの速さ×弁理士の責任」
モデルのように、AIが高速生成したドラフトを資格者が高度な法的見地から精査・修正して権利の強
度を担保するハイブリッド体制も、実務の新たなスタンダードとして定着しつつある9。 
知財・情報フェア＆コンファレンスの2年間が明示したのは、生成AIが知財実務の「部分最適化ツー
ル」から「イノベーション創出エコシステムの中核基盤」へと変貌を遂げた現実である1。研究開発の

暗黙知を特許資産へと昇華させる最上流の自動化が現実のものとなった今、知財部門の優劣は、

ツールの導入速度ではなく、AIが提示する無数の技術的選択肢を組織の事業成長へと結びつける
戦略的構想力とガバナンス構築力によって決することになる9。 
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